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〈書評論文〉

グ ローバ ル時代 にお ける

「トランスナ シ ョナル資本家階級 の形成」へ の再考

William K. Carroll

The Ma king of a Transnational Capitalist Class:
Corporate Power in the 21st Century

(Zed Books, 2010)

洪 慧 儒

1は じめに

言 うまでもな く、21世 紀 は資本主義のグローバル化 に特徴づ けられる時代である。資本

家が 自分の企業を拡大 し、さらに利益 を上げるために、資本や商品を国家の境界 を越 えて

流通 させることはすでに常識 的なことになった。19世 紀に、マルクス とエ ンゲルスは 「市

場 を拡大 して商品を売るために、資本家たちは国家の境界を越 えて新 しい ところでコネク

ションを作 らなければな らない」 といった資本家階級の任務 について論 じた。市場を拡大

しようとしている資本家が積極的に海外投資を行 うに伴い、資本や商品もグローバル化 さ

れ、よ りグローバルな資本主義が生み出された。 したがって、一つの国家で定着せず に全

地球で活動す る 「トランスナ ショナルな資本家」 も出現 した(Carron2010:1)。

こうい った脱地域化や脱国家化 の背景で、 資本家の国籍や 出身 を問わず、 グローバル

経済 に強い影響力 を持つ トラ ンスナ シ ョナ ルな資本家 階級(TransnationalCapitahst

Class:TCC)の ような 「対 自的階級(1)」 は既に形成された と主張 した学者 もいる(Sklair

2001,RobinsonandHarris2㎜:7)。 彼 らにとって、TCCは 生産手段 を有 し、生産関係の

中に一定の位置 を占めている特殊な人 々である。 さらに、彼 らはTCCに 属する とい う階

(D即 自 的 階 級(cla8s-in-itself)と 対 自 的 階 級(cla88-fbMtself)は マ ル クス が 著 書 筋ePbひ ¢r砂 げ

P観osop砂 で イ ギ リス の 労 働 者 階 級 の 状 況 を評 価 した と きに 提 示 した 概 念 で あ る 。
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級意識をもち、新 自由主義 プロジェク トを実践 していこうとしている。

しか し、 このような資本主義のグローバル化は必ず しもTCCを 作 り出すのではない と

本書の著者キャロルは主張する。 まず、資本 というもの 自体はそもそも統一 された もので

はな く、様 々な政治や文化 圏により分かれて流通 している ものなので、資本家がそれを乗

り越 えてTCCを 形成す る志 向は弱 い(p.1)(2)。 次に、グローバ ル化には地域や国か ら脱

却する意味合いが強いが、 グローバル化がで きるのは依然 として地域や国家の機能 に深 く

依存 しているか らであることも見逃せない(p.5)。 したが って、 グローバル化 とともに出

現 した トランスナ ショナル資本家が国家の制度 または地域などのコネクションから脱却 し

てTCCを 形成す るとは断言できない。最後に、仮にTCCの 存在 を証 明 しようとすれば、

TCC、TCCが 属す る企業、お よび企業 と密接 な関係を持つイ ンテリとのコミュニティや

ネ ッ トワー クが機能 しているか どうかを明 らか にしなければな らない。21世 紀の大企業

に対する多 くの研究は、企業間の兼任重1姉1(血terloc㎞g出rectorate)が 企業のコミュ

ニテ ィ形成に重要 な役割を果たす ことを明らかに してきたが、 こういった兼任重役制がグ

ローバルな レベルで実現 してい るか どうかはまだ検 討 されていない。 そのため、TCCが

すでに形成 された とは言えない とキャロルは主張する(p.10)。

そこで、TCCが 十分 に形成 されているか どうか を明らかにす るために、キ ャロルはネッ

トワーク分析 を通 じて、資本家間、経営者間、兼任重役制がもた らした企業 間のつなが り

を測 ろうとす る。すなわち、資本家が関与 しているグローバルなコミュニティやネ ットワー

クが形成 されているか どうかにより、TCCの 形成 について論 じるのである。

2本 書の構成

本書はキャロルが長期 間にわた りエ リー ト資本家 に関す る研究に取 り組み、完成 した著

書である。キャロルはTCCに ついて様々な側面に着 目し、資料 を集めたうえ、大量の仮

説をたててTCCの 存在や性質を計量的な方法で検証することにより、TCCの 容貌を描 く

のである。 その ように して、TCCに ついて時系列的、地理的、組織 的な構成が本書で明

らかにされる。本書は以下の ように3部 で構成 されている。第1部 「企業の トランスナショ

ナル ・コミュニティについて」では1996年 までのグローバル企業のコミュニティの構造、

組織、お よびこのネッ トワークの空間配置 を紹介 している。次に、第2部 「21世紀 におけ

〔2)特に文献 を指示せずp .XXXと 表記 した場合 は、 この書評 の対象 となっているCarol1(2010)の 記

載ページを指す。
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る企業パ ワーの組織的変化」では1996年 以降の企業間、 または兼任重役員 として経営者

が作 り上げた トランスナシ ョナル ・ネッ トワークや一国内のネ ットワークの密度 を分析 し

ている。第3部 「トランスナショナルなヨーロ ッパ圏?」 はEUに 密集 しているネッ トワー

クの分布 を論 じている。脱地域的なグローバ ル化が進みつつある一方、EUが 地域的な統

合 を依然 として持続す ることができてい るのはなぜかを検討 している。最後に、 グローバ

ル市民社会か ら生まれたTCCに 反対する組織やNGOに 焦点があてられてい る。キ ャロ

ルはTCC反 対の組織がいかに新 自由主義の前に立 って新 しいアイデアを掲 げるのか を論

じている。

2-1企 業の トランスナ ショナル ・コミュニティについて

この節では1976年 から1996年 までの企業の トランスナシ ョナル ・コ ミュニティの実態

を企業のガヴァナンスの変化、エリー ト資本家が参加する政策組織、および トランスナシ ョ

ナル ・ネ ットワークと都市の関係 とい う三つの面で分析 している。

第1章 では1976年 か ら1996年 まで、 トランスナショナル企業のコミュニティの存在 に

貢献す る企業のガヴ ァナ ンス、お よび企業 間の兼任重役制 につ いて検討 している。企業の

ガヴァナ ンスは二種類に分かれる。一つ 目は大陸 ヨーロッパや日本で よく見 られる 「発言

ベース」(voice-based)の 企業であ り、二つ 目はアメリカ式の 「離脱ベース」(exit-based)

の企業である。一般的に、発言ベースの企業 より、離脱ベースの企業のほうが、兼任重役

制 を持 っていることが多い と思われる。 さらに、企業間の兼任重役制か ら作 られたネッ ト

ワー クは企業の トランスナシ ョナル ・コミュニティを作ることに重要 な役割を果た してい

るため、企業のガヴァナ ンス の変化が トランスナショナル ・コミュニティの成立 と連動 し

ていることが想定で きる。キャロルはい くつかの仮説を立て、この問題について解釈 を試

みた。結果的に、1996年 までに大陸ヨーロッパの企業のガヴァナ ンスが発言ベースから離

脱ベースに変わる傾向が見 られるが、発言ベースの企業は依然 として多かった。企業間の

兼任重役制 も増えたが、兼任重役制で作 られた コミュニテ ィはまだ国家内に限 られている

ことがわかった。一方、 トランスナ ショナル ・ネッ トワークは20年 前 より少 し密集 して

いるが、分析 してみると、企業間の リンクがEUや 北大西洋 に集中 していることもわかっ

た。

第2章 はTCCの 形成の歴史的な要因を考察 した。す なわち、エ リー ト資本家たちの話

し合いの場 を設ける政策組織が作 って きたネ ットワークを分析 している。ここでグローバ

ル政策に強い影響力 を持つ五つのグループが挙げ られた。それは国際商業会議所、ビルダー

バーグ会議、 日米欧三極委員会、世界経済フォーラム、お よび持続可能な開発のための世
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界経済人会議である。

結果 として、政策組織において中心的に活動 している経営者たちはほぼ欧米出身である

ことがわかった。組織 レベルでは、 自由市場 を唱える国際商業会議所 を除いて、他の四つ

の組織 は深 くトランスナ ショナル資本家のネッ トワークの中に組み込 まれている。また調

査に よる と、1996年 には 日本の企業26社 が三つの政策組織に参加 してお り、結果 として、

日本の企業が欧米ネ ッ トワークに近づいたということか ら、グローバル政策組織は資本家

の トランスナショナル ・コミュニティの形成 に貢献 していることが わかった。

さらに、異 なる国の都市の間に作 られたネ ットワークは資本家が国の枠組みか ら脱却す

る重要な要因 と想定 されたため、第3章 でキャロルは トランスナシ ョナル ・ネッ トワーク

の都市での空 間配置 について論 じている。結果的に、資本家の トランスナシ ョナル ・ネッ

トワークがいわゆる 「グローバル ・シティ」を中心 に広がっていることが明 らかにされた。

しか し、このネ ットワークの分布 とグローバル ・シティの分布 とは少 し異 なる ところがあ

る。都市間のネ ットワークはパ リ、ニューヨーク、 ロン ドン、 ブリュッセル、及びモ ン ト

リオールなどでよく見 られるが、グローバル ・シティと思われ る東京は二次的な位置 しか

占めていない。 また、一つの都市の中にあるネッ トワークを分析する と、ニューヨークで

はアメリカ国内の産業か ら形成 されたネ ッ トワー クが多か った ことが わか った。ニ ュー

ヨーク以外のグローバル ・シテ ィにも一国内のネッ トワークが作 られやすい傾 向にあった

ため、 グローバル ・シテ ィは トランスナ ショナル ・ネッ トワークと国内企業のネッ トワー

クを両方持つ こともわかった。さらに、 トランスナ ショナル ・ネッ トワークは主に欧米の

都市において作 られて きたということも明 らかにされた。EUに おいて トランスナシ ョナ

ル ・ネ ッ トワークが密集 してい ることを考慮す ると、TCCの ネッ トワークはEUの 地理

的な条件 と関連 している可能性がある。 さらに、半周辺地域の都市は トランスナショナル・

ネ ッ トワークにおいては重要な結節点ではないことも明らかにされた。明確 な南北格差が

見 られる。

2-221世 紀における企業のパワーの変化

ここで、キャロルは雑誌Fbrbε8が 選出 したG500企 業をサ ンプルに、1996年 か ら2006

年 までの企業間のネ ットワークの性質、また実際にネッ トワークを持った資本家や兼任重

役に対す る分析 を通 じて21世 紀における企業間の コミュニティを明 らかに している。

第4章 で は、 この10年 間における企業間の兼任重役制 か らなる一国内のネッ トワー ク

と トランスナショナル ・ネッ トワークを分析 した。全体的に、兼任重役制か らなったネッ

トワークの総数 は減 っていた。なぜな らば、1996年 に入ってから離脱ベースのガヴァナ ン

Kyoto Journal of Sociology XX / December 2012



洪 グローバ ル時代 におけ る 「トランス ナシ ョナ ル資本家階級の形成」への再考 117

スに変えた企業が多 くな り、兼任重役制 も多 くなったが、企業の各部門の規模は縮小 され

たため、兼任重役員の数 も減少 したか らである。ネ ットワークの性質を観察す ると、一国

内のネッ トワーク密度が減少 したが、 トランスナシ ョナル ・ネッ トワーク密度が少 し増加

したことがわかった。結果 として、全体 的なネ ットワークの密度が減少 している。一国内

のネッ トワークでは、アメリカがほぼ50%を 占めている。一方、トランスナショナル・ネ ッ

トワー クではヨーロッパの企業(特 に ドイツ、フランス、イギリス、オランダ)が50%以

上 を占めている。ここで、膨大 な国内市場があるアメリカと トランスナシ ョナル ・ネッ ト

ワークに依存するヨーロッパの企業 との違いが浮 き彫 りにされている。

トランスナショナル ・ネ ットワークはEUに 密集 しているが、2006年 までに半分以上の

G500企 業が国際的なネッ トワー クに取 り込まれ るようになったこ とを考慮す ると、兼任

重役制で トランスナシ ョナル ・ネッ トワークを作ることは以前よ り一般的な行動になった

とい うこともわかった(p.98)。

第5章 では、キ ャロルは人 と人のつなが りに焦点をあて、 トランスナシ ョナリス ト(所

属す る企業 と異 なる国の企業 で兼任重役 を担 当する人)、 お よび同 じ国の企業 と提携 して

一国内のネッ トワークを作 るネ ッ トワー カーズを中心に論 じている。同 じG500企 業 をサ

ンプルにしているが、 ここでキャロルが問題 にす るのは、一つ 目が 「トラ ンスナショナ リ

ス トは 自分たち同士のインナーサークルを形成 しているのか、それ とも トランスナシ ョナ

リス トは一国内の ネッ トワーカーズの人脈 としても存在するのか」。二つ 目は 「トランス

ナ ショナリス トは国を越 えてネ ッ トワー クを作 るが、地域(EU、 北米、東ア ジアな ど)

を越 えているのか」。調査の結果 による と、 トランスナショナリス トは トランスナシ ョナ

リス ト同士のネッ トワークを作っていることがわかった。 しか し、国内のネッ トワーカー

ズのうちに、トランスナ ショナリス トが混在 していることも多 くなっている。一国内のネッ

トワー カーズの勢力は トランスナシ ョナ リス トほ ど成長 していないが、依然 としてグロー

バル企業エ リー トの強力 な助 けにな り、 トランスナショナル ・ネ ットワークと国内のネッ

トワー クのバランスを取るの に重要な役割を担 っている(p.129)。 しか しその一方、顕著

な リージ ョナ リズムが見 られる。 トラ ンスナ シ ョナ リス トが持 ったネッ トワークはほぼ

ヨーロッパ全体に散在 していることによ り、長期間 を経た ヨーロ ッパ統合の成功が証明 さ

れている。

2-3ト ランスナショナルなヨーロッパ圏?

前の節ではすで に トランスナシ ョナル ・ネッ トワークとヨーロッパの密接な関係 を描い

たが、第7章 ではEUが なぜ トランスナ ショナル ・ネ ットワークの中心になったのかにつ
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いて、歴史的な要因を分析 している。 ここでの問題は、以下の4つ である。(1)「 汎 ヨーロッ

パのネッ トワークはヨーロッパの中に均等に散 らばっているか」。(2)「 トランスナ ショナ

ル・ネッ トワークが進んでいる一方、一国内のネッ トワー クは存在 し続けるかどうか」。(3)

「トラ ンスナシ ョナル ・ネ ットワー クの中で重要な役割 を担 っている人は どの産業 出身な

のか」。最後に、(4)「 ヨー ロッパ はいかにヨーロッパ以外 の企業 と関係を作るのか」。

分析の結果、 ヨーロッパの内部 には政治的な統合や企業の コミュニテ ィの形成は均等 に

広が っていないこ とがわかった。1996年 に比べ、2006年 時点で ヨーロ ッパのネッ トワー

クに含 まれている国家は増加 しているが、西 ・北 ヨー ロッパは依然 としてネ ットワークの

中で優位に立っている(p.174)。 また欧州産業円卓会議の ような組織が異 なる国の企業 を

有効 につなげるので、一国内のネ ッ トワークは まだ西 ・北 ヨーロッパで存在 しているが、

トラ ンスナショナル ・ネッ トワークが主流になっている。また調査の結果によると、金融

業に対 して コネクシ ョンを持 っている製造業の リー ダーのほうが銀行家 より、 ヨーロッパ

の企業の コミュニティの中心 になっていることがわかった。 さらに、 ヨーロッパ内部の連

結関係は ヨーロッパ外部の連結関係 より重要であることがわかった(p.176)。

第8章 では、エ リー ト資本家の話 し合 う場 を設ける政策組織が2006年 までにどのよう

に変化 して きたのかを考察 している。 ここでキ ャロルが問いたいの は、「トランスナシ ョ

ナル企業政策に関す る組織が拡大 している一方、 トランスナショナルな資本や階級の構造

も強 まっているか どうか」 である。 また、「リージ ョナリズムはどのようにグローバ ルな

政策ネットワークに影響 を与えるのか」 という問題 も扱 われている。分析 の結果、1996年

よりも2006年 のほ うが グローバルな政策ネ ッ トワークに含 まれる組織は多 くなった とい

うことが示 されている。 また、グローバルな政策ネ ッ トワー クは特定の個人や組織 に集中

す る傾向にある。前 に挙げた日米欧三極委員会、ビルダーバーグ会議、欧州産業 円卓会議、

持続可能 な開発のための世界経済人会議はそのネッ トワークの中心であった(p.201)。 さ

らに、TCCの 形成は地域的に偏在 していることは もう一度支持 された。すなわち、グロー

バルな政策ネ ッ トワー クは主にヨーロッパ と北 アメリカの トランスナ ショナリス トを中心

にして動 いている。 しか もヨーロッパの重要性が北 アメリカより高 くなっている傾向 も見

られる。

第9章 では、新 自由主義 を持続 させ ようとするTCCヘ ゲモニー と反ヘゲモニーの間の

ダイナ ミクスが描かれている。キャロルはTCCの 利益 に対抗す る四つの大 きいNGOを

挙げ、企業のネ ットワークを代表する四つの政策組織 と組み合 わせ て比較 した。グローバ

ルな企業のネ ッ トワークでは、国際商業会議、モ ンペルラン ・ソサ イエティ、持続可能な

開発のための世界経済人会議、および世界経済 フォーラムが挙げ られた。 これ らの組織は
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政治家、記者、CEO、 学者など様 々な分野のエリー トから組織 され、企業の利益 と公益の

バ ランスが とられるような資本主義 を推進 してい る。それに対 して、TCCに 反対す る勢

力 を代表する組織は国際労働連合総連合、 トラ ンスナショナル ・インスティテユー ト、地

球の友、お よび世界社会 フォーラムである。この四つの組織 は世界か ら学者を募 り、労働

者の利益、民主化、環境問題 を扱 っている。 しか し、いかに して相手を批判するか とうい

うことばか りではな く、生産的な組織になれるか どうかということが 目下の問題 とされて

いる。

これ らの組織を分析す ると、 自由市場 を失ってはいけないとい う考えはすでに世界 中に

広 まったため、新 自由主義プロジェク トを推進す るTCCの 仕事 はただこの ようなイデオ

ロギーを維持することなのである。それと異 な り、 カウンター ・ヘゲモニーが唱える 「も

う一つの可能な世界」 というアイデアは先例のない現実か ら考 え出 さなければならない。

そこで、可能な未来を予想 して提案することが重要になっている。 したがって、キャロル

はカウンター ・ヘゲモニーの行動する枠組み を 「予想の論理」 といい、新 自由主義 を推進

す るヘゲモニーのそれを 「複製の論理」 と名付ける(p.222)。

3お わ りに

本書の研究結果 はTCCが 形成 されていることを支持 している。 グローバル政策組織や

ネ ッ トワークの発達 はTCCの 形成 に関す る最 も有力 な証拠になる。 しか し、TCCの 形成

は均質ではない。 トランスナショナル ・ネッ トワー クはヨーロッパ、北アメリカに偏 って

いるということが本書 で何度 も明 らかにされた。 また、一国内のネッ トワー クは弱 まって

いる一方、依然 として重要な役割を担っていることもわか った(p.228)。 すなわち、グロー

バル企業のパワーは実際には「リージョナル・ベース」で形成 された ものなのである。グロー

バル化は複数の地域の間 より、地域の内部(EU、 北米、東アジアなど)で 発生 している。

グローバ ルな南北格差は依然 として顕著な現象 になっている。 したがって、TCCは 形成

されてはいるが、完成 してはいないというのがキャロルの結論である。

キャロルは本書 で、TCCと い う階級はすでに形成 されたか どうか を問題意識 と した。

それに答えるために、ネッ トワーク分析を用い、丁寧にTCCの ネッ トワー クの中身、ネッ

トワーク空 間配置、政策組織か ら作ったネ ットワー ク、およびネッ トワークが偏っている

原因を明 らかに して問題の解答を求めた。最後の ところで話 を少 し変え、ヘゲモニー と大

衆の立場 を代表 しようとす るカウンター ・ヘゲモニー との争いに触れた。 この分析 を通 じ

て、一般の読者や労働者 にとって遠い存在 に感 じられるTCCの 実態は明 らかに された。
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しか し、 この ような上層階級 における組織的な変化 やネッ トワークの進化 は、 どの ような

側面で政府 の政策や大衆の生活に関連す るのかは論 じられなかった。本書 の中で、企業ガ

ヴ ァナ ンスの変化や企業の政策組織の参加率は紹介 されたが、ガヴァナンスの変化が どれ

ぐらい企業の内部 にある雇用形態や雇用関係 に影響 を与 えるのか もはっき りしなかった。

また、TCCの ヘゲモニーの指標 と思われ る政策組織 は今 まで どの ような合意 を達成 した

のか、これ らの組織は政府にどれ ぐらい影響力を持つか も本書では論 じられなかった。階

級 間の関係 にもう少 し触れる と、よ り徹底 した分析 になると思われる。

最後に、2008年 の リーマ ン ・シ ョック、 また2012年 に起 きたギ リシャ危機が今まで新

自由主義のヘゲモニーの中心になっていたEUに どのような衝撃を与 え、 またはTCCや

TCCの ネ ットワークに どの ような影響 を与えるのか も今後 の研究課題である。
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